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2021 ClassNK秋季技術セミナー

カーボンニュートラルに向けた洋上風力開発の動向

～ 洋上風力の安全と安定操業の確保に向けた取り組み～
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1. 2050年カーボンニュートラル
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最新の地球温暖化に関する報告書（2021年8⽉）

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）
第6次評価報告書「⾃然科学的根拠（第1作業部会）」

Cf．第2作業部会︓温暖化の影響（影響、適応、脆弱性）
第3作業部会︓温暖化の対策（気候変動の緩和策）

 ⼈間活動によって地球の平均気温は約1.1度上昇

 1.5度に抑えるシナリオを除けば、2021年〜2040年の
間に平均気温の上昇が1.5度を超える可能性

 平均気温の上昇に応じて、熱波や極端な⼤⾬などの
現象は識別可能な増加がみられる

 産業⾰命以降、⼈間活動によって排出されたCO2は
約2兆4千億トン
気温上昇を1.5度に抑えるためには残りの炭素排出枠は

4千億トン（67％以上の確率）
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世界の温室効果ガス排出の現状

世界の国別温室効果ガス排出量（世界計341億トン）

出典︓全国地球温暖化防⽌活動推進センターウェブ・サイトより

⼀⼈当たりでみると世界平均はCO2年間4.4トン/⼈
⽇本は温室効果ガス排出、年間約9トン/⼈で、成績は良くない

資料: GLOBAL NOTE 出典: BP
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2008〜2009年の減少はリーマンショックの影響有り。
東⽇本⼤震災後に増加し、2016年にやっと以前の⽔準まで回復。

⽇本の温室効果ガス排出量の推移 (2019年度確報値、CO2換算)

⽇本の温室効果ガス排出量

出典︓資源エネルギー庁Webサイト各種データ（エネルギーに関する分析⽤データ）
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出典︓国⽴開発研究法⼈ 国⽴環境研究所

産業・公共部⾨関連が約８割。製造業等が多い。
また、⾃動⾞（営業⾞＋⾃家⽤⾞）も約２割を占める。

⼆酸化炭素排出量の排出部⾨別・排出主体別内訳（2019年）

⽇本の温室効果ガス排出量
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出典︓資源エネルギー庁ウェブ・サイトより

鉱物性燃料の輸⼊額は2011年度︓約22兆円、2018年度︓約19兆円（貿易統計）
Cf. ⽇本のGDP︓約540兆円（名⽬）、 ⼀般会計約103兆円（2020年度）

⽇本の発電状況
⽇本の発電量の推移

出典︓エネルギー⽩書2021
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気候変動問題への各国の対応

産業⾰命前と⽐べて1.5℃以内の上昇に抑えるためには、
2030年に45%減、2050年前後に正味ゼロにする必要

2030年中期目標 長期目標

英国
少なくとも▲68%（1990年比）
（2013年比▲55.2%相当）

2050年少なくとも▲100％
（1990年比）

独 ▲65%（1990年比） 2045年排出実質ゼロ

EU 少なくとも▲55%（1990年比）
（2013年比▲44%相当）

2050年排出実質ゼロ

米国
▲50～52%（2005年比）

（2013年比▲45~47%相当）
2050年排出実質ゼロ

日本 ▲46%（2013年比） 2050年排出実質ゼロ

中国
2030年迄に排出量を削減に転ず

（GDP当り排出量を2005年比65%超削減）
2060年CO2排出実質ゼロ

世界の温室効果ガス削減⽬標
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気候変動問題への対応
国際的な気候変動対策
パリ協定（温暖化対策の国際的な枠組み）

「世界の平均気温上昇を産業⾰命以前に⽐べて2℃より⼗分低く保ち、
1.5℃に抑える努⼒をする」

 SBT
パリ協定の「2℃⽬標」レベル以上の野⼼的なCO2削減⽬標を設定する
ことを促す取り組み
→⽬標年は基準年から最短5年、最⻑15年以内
→毎年の削減率は前年度⽐2.5％以上であること（4.2％推奨）

 TCFD（気候関連財務情報開⽰タスクフォース）
企業の気候変動関連のリスクと機会の開⽰を推奨

 CDP
世界の有⼒企業に対して環境インパクト（気候変動、森林、⽔）に関す
る質問書を発出、その回答を投資家、購買企業等が意思決定に活⽤

 RE100
消費電⼒の100％を再エネに切り替えることを、企業に促す取り組み
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出典︓2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（経済産業省WEBサイトより）

2050年カーボンニュートラル
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2030年の電⼒需要・電源構成⾒通し
電力需要 電源構成

2013年度 2030年度
2030年度

（H27策定時）

省エネの野心的な深掘り
約2,300億kWh程度

（対策前比▲20%程度）

9,896億kWh
約8,600~8,700

億kWh程度

2030年度
2030年度

（H27策定時）

約9,300~9,400
億kWh程度

10,650億kWh程度

22～24%
程度

3%程度

26%
程度

27%
程度

22～20%
程度

6%程度

37%程度

7%程度

10,240億kWh程度

LNG

原子力

再エネ

32%程度

石油等

約36～38%
程度

水素・アンモニア

約1%程度

約20%
程度

約20～22%
程度

18%程度 非化石

24%
程度

非化石
59％
程度

化石
41%
程度

化石
76%
程度

2019年度

約2%程度

約19%
程度

※数値は全て暫定値であり、今後変動し得る。

非化石
44%
程度

化石
56%
程度

（2013→2030）
経済成長 1.4%/年

人口 0.6%減
旅客輸送量 2%減

9,808
億kWh程度

石炭

出典：2030年におけるエネルギー需給見通し参考資料（令和3年8月4日資源エネルギー庁）
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2. グリーン成⻑戦略
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2. グリーン成⻑戦略

出典︓2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（経済産業省WEBサイトより）
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2. グリーン成⻑戦略

出典︓2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（経済産業省WEBサイトより）
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3. 洋上⾵⼒の産業競争⼒強化
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3. 洋上⾵⼒の産業競争⼒強化

※１︓ 2030年度までに⾒込まれる新規導⼊量について、洋上⾵⼒産業ビジョンにおいて、「2020年度より年間100
万kW程度の区域指定を10年継続」と整理。「区域指定→事業者選定→FIT認定」といった⼿続きやFIT認定
から事業開始までのリードタイム(8年程度)(←環境アセスメントが４~６年＋建設作業２〜３年)を考慮すると、
1.0GW程度となる。（現⾏政策努⼒継続ケース）

※２︓選定事業者の事業⽴ち上げについて、国もハンズオンでサポートを実施すること等により、2030年度までに追加
で1〜2GW程度の導⼊が⾒込まれる。（政策対応強化ケース）

現時点導
⼊量
(A)

FIT既認定
未稼働の稼
働(B)

新規認定分の稼働
(C) 合計(A+B+C)

従来⽬標
努⼒継続 政策強化 努⼒継続 政策強化

陸上
⾵⼒

4.2GW 4.8GW 4.4GW 6.9GW 13.3GW 15.9GW 9.2GW

77億kWh 90億kWh 83億
kWh

132億
kWh

253億
kWh

302億
kWh

161億
kWh

洋上
⾵⼒

0.01GW 0.7GW 1.0GW
(※1)

3.0GW
(※２)

1.7GW 3.7GW 0.8GW

ー 19億kWh 29億
kWh

87億
kWh

49億
kWh

107億
kWh

22億
kWh

出典：2030年におけるエネルギー需給見通し参考資料（令和3年8月4日資源エネルギー庁）

2030年の⾵⼒導⼊⾒込み
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3. 洋上⾵⼒の産業競争⼒強化

出典︓洋上⾵⼒産業ビジョン（第1次）概要版（経済産業省WEBサイトより）
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3. 洋上⾵⼒の産業競争⼒強化

出典︓洋上⾵⼒産業ビジョン（第1次）概要版（経済産業省WEBサイトより）
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4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証
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4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証

型式認証

設計適合評価や試験機による型式試験の評価など⾵⼒発電機に関連する様々な技術規
格に基づいた評価を⾏い、最終的には型式認証書を発⾏。

⾵⾞型式認証⾵⾞型式認証

⾵⼒発電所の認証

⾵⼒発電所を建設するサイトの環境条件の評価を⾏い、その環境条件に基づいて⾵⾞及
び⽀持構造物の強度及び安全性が設計上担保されていることを評価・確認し、適合証明
書を発⾏。→ 電気事業法による⼯事計画審査において活⽤されている。

ウィンドファーム認証ウィンドファーム認証

浮体式⾵⼒発電施設の船級検査
環境条件や構造要件、復原性など具体的な要求事項を定めた「浮体式洋上⾵⼒発電設備に関するガイドライン」に従い、
タワー・浮体・係留設備の設計審査及び建造中の検査を⾏う。
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⾵⼒発電機の認証 【⼤型⾵⾞】⾵⼒発電機の認証 【⼤型⾵⾞】

型式認証

設計適合性評価

型式試験

製造評価

プロトタイプ認証

 設計評価の時に確認した設計⽂書に従って製造されていることを
評価

 試験機を実際に運転することによる出⼒性能の確認や安全性に
ついての実験的検証を実施

 設計での想定内容、特定の規格、その他の技術要求事項に
従って設計され、⽂書化されているかどうかを審査

 試験機を建設するための安全性の確認に特化した設計評価

 設計評価、型式試験、製造評価の全ての要求事項を満⾜した⾵⾞に対して付与

⾵⾞認証機関としての認定証
（⽇本適合性認定協会）

4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証
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ウィンドファーム認証の概要
⾵⼒発電所を建設するサイトの環境条件の評価を⾏い、その環境条件に基づいて⾵⾞及び⽀持構造物の
強度及び安全性が設計上担保されていることを確認する。（電気事業法による⼯事計画届の審査において
活⽤されることを考慮した⽇本独⾃の認証。）

＜ウインドファーム認証の主な準拠基準＞
 発電⽤⾵⼒設備に関する技術基準を定める省令（経済産業省 平成9年3⽉27⽇通商産業省令第53号、最終

改正︓平成29年3⽉31⽇経済産業省令第32号）
 [J-04] 発電⽤⾵⼒設備の技術基準の解釈について（経済産業省，20140328商局第1号平成26年4⽉1⽇）
 ⾵⼒発電設備⽀持物構造設計 指針・同解説（⼟⽊学会 2010年）

 ウィンドファーム認証は、原則として⽇本国内において電気事業法の適⽤を受け1基⼜は複数の⾵⾞
（RNA）及びその⽀持構造物（タワー及び基礎）を設置する、出⼒が500キロワット以上の⾵⼒発電
所を対象とする。

 ウィンドファーム認証の⽬的は、型式認証された⾵⾞（RNA）及びその⽀持構造物（タワー及び基礎）
の設計が、外部条件及び電気事業法に基づく要求事項に適合しているかどうかを評価することにある。

⼀般財団法⼈⽇本海事協会は、公益財団法⼈⽇本適合性認定協会が当
該協会の認定基準「⾵⼒発電システム︓ウィンドファーム」に基づき、ISO/IEC
17065（JIS Q 17065）の製品認証機関として認定した認証機関です。
■ 公益財団法⼈⽇本適合性認定協会ホームページ、認定された製品認証機関:https://www.jab.or.jp/system/service/product/accreditation/detail/453/

4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証
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ウィンドファーム認証のモジュール 【洋上⾵⼒発電所の場合】
(1) サイト条件評価

 建設場所の環境条件の評価（環境条件には⾵条件、気温条件、湿度の条件といった⼀般的な気象条件や海
象条件（洋上の場合）、⾼度条件、地形、地勢、地震、落雷、系統連系に係る運転⽅法の変化等を含む)

(2) 設計基準評価
 安全な設計及びプロジェクト遂⾏のために、型式認証の際に適⽤した設計基準を踏まえて、サイトの条件を考慮

した適切な設計基準（設計⽅針など）が設定されていることの評価

(3) 全体荷重解析評価
 ⾵⾞に加え、⽀持構造物及び⽀持地盤を

含む⾵⾞構造全体へのサイト固有の環境
条件に対する荷重及び荷重の影響が設計
基準に適合するように算定されているかどう
かの評価

(4) ⾵⾞（RNA）設計評価
 建設場所の環境条件に対して、型式認証

された⾵⾞(RNA)が構造的な健全性を有
することの評価

(5) ⽀持構造物設計評価
 建設場所の環境条件に対する⽀持構造物

の構造的な健全性の評価

※RNA: Rotor Nacelle Assembly

4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証
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設計審査

建造・
現地⼯事
の検査

完成検査

 浮体式洋上⾵⼒発電設備に関するガイドラインに基づき、
浮体・タワー・係留設備に関する設計審査を実施。

 以下の項⽬に係る⽴会検査を実施。

 サイト条件（⾵況・海況など）の設定、⾵
⾞／浮体連成解析、⽀持構造物の設計
評価は、ウィンドファーム認証と同時に審査。

 使⽤する鋼板・艤装品はNK承認品である
ことを確認。

• 浮体構造・タワーの製造中⽴会検査
• 係留設備に使⽤するチェーン・アンカー等の出
荷検査

• 製造⼯場での試験（⽔圧試験など）、設置
⼯事での試験（把駐⼒試験など）への⽴会

 現地サイトへの設置完了後に、⾵⾞の制御システムや浮体
のバラストシステムなどの確認試験に⽴会する。

連成解析のモデル例

浮体式⾵⼒発電施設の船級検査

4.1 NKの⾵⾞及び⾵⼒発電所に対する認証
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4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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（タワー・浮体構造・係留設備）

船舶安全法

（発電施設全体）

港湾法
（発電施設全体）

電気事業法

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
洋上⾵⾞の場合は、⾵⾞・⽀持構造物の構造に対して電気事業法
に加えて港湾法と船舶安全法が適⽤される。
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事業⽤電気⼯作物設置者に対して、第39条によりその事業⽤電気⼯作物を経
済産業省令で定める⼀定の技術基準に適合するように義務を課している

⾵⼒設備の場合︓発電⽤⾵⼒設備に関する技術基準を定める省令

電気事業法

 事業⽤電気⼯作物の設置⼜は変更の⼯事のうち、公共の安全の確保上特に重要なものとして
認可を要する原⼦⼒発電所等の⼯事以外の⼯事であって、なお重要なものを事業⽤電気⼯作
物設置者が⾏おうとする場合には、事前に経済産業⼤⾂に当該⼯事の計画を届け出ることの義
務を課している。

 また、当該⼯事計画の変更についても同様に事前届出の義務を課している。

発電⽤⾵⼒設備は事業⽤電気⼯作物として、第48条により⼯事計画届出の義務
が課せられる

電気事業法施⾏規則 別表第⼆により、⾵⼒発電所の⼯事については、出
⼒500kW以上の場合に事前届出が必要

（平成九年通商産業省令第五⼗三号）

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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船舶安全法への対応船舶安全法への対応

＜発電⽤⾵⼒設備に関する技術基準＞
（⾵⾞を⽀持する⼯作物）
第７条 ⾵⾞を⽀持する⼯作物は、⾃重、積載荷重、積雪及び⾵圧並びに地震その他の振動及び衝撃に対して構造上安全でなければならない。

（省令第７条）第16条
２ ⾵⾞を⽀持する⼯作物（船舶安全法第２条第１項の規定の適⽤を受けるものに限る。）は、同項の規定に適合するものであること。

＜発電⽤⾵⼒設備の技術基準の解釈＞

＜参考＞電気事業法

船舶安全法
第⼆条 船舶ハ左ニ掲グル事項ニ付国⼟交通省令（漁船ノミニ関スルモノニ付テハ国⼟交通省令・農
林⽔産省令）ノ定ムル所ニ依リ施設スルコトヲ要ス
⼀ 船体
⼆ 〜 ⼗三 （略）

【参考】 船舶安全法施⾏規則第1条第4項の特殊な構造⼜は設備を有する船舶を定める告⽰

船舶安全法施⾏規則第1条第4項の告⽰で定める特殊な構造⼜は設備を有する船舶は次のとおりとする。
⼀ 〜 三 （略）
四 浮体式洋上⾵⼒発電施設

浮体式洋上⾵⼒発電施設技術基準
国海安第194号 平成24年4⽉23⽇付
⼀部改正 国海安第286号 令和2年3⽉3⽇付

船舶安全法に基づき構造や設備の
要件を定めた技術基準

国⼟交通省ホームページ︓浮体式洋上⾵⼒発電施設の普及促進について － 安全確保のための技術基準の制定等－
https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_fr6_000006.html

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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電気事業法 港湾法 船舶安全法

陸上⾵⼒発電所 〇 × ×

洋上⾵⼒発電所
（着床式） 〇 〇 ×

洋上⾵⼒発電所
（浮体式） 〇 〇 〇

許認可の形式
⼯事計画届

（ウィンドファーム認証の
結果を活⽤）

国⼟交通⼤⾂の登録を
受けた確認機関である

CDITによる適合性確認

国⼟交通⼤⾂の登録を
受けた船級協会である

ClassNKによる船級検査

洋上⾵⼒発電設備の⽀持構造物及びその付帯設備について、着床式／浮体式のそれぞれの適⽤法令
で共通する審査項⽬があることから、それらをCDITとClassNKが合同で審査する体制を構築。
＜共同プレスリリース＞
洋上⾵⼒発電設備⽀持構造物に対する、電気事業法のウィンドファーム認証と港湾法の適合性確認の合同審査を開始

CDIT（⼀般財団法⼈沿岸技術研究センター）︓https://www.cdit.or.jp/o_news/20210331.html
ClassNK︓https://www.classnk.or.jp/hp/ja/hp_news.aspx?id=5962&type=press_release&layout=5

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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港湾法への対応港湾法への対応

 NK⽀持構造物認証分科会とCDIT洋上⾵⼒発電部会を合同開催

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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電気事業法︓発電⽤⾵⼒設備に関する技術基準
浮体式洋上⾵⼒発電施設が満⾜すべき技術基準とClassNK認証との関係

船舶安全法︓浮体式洋上⾵⼒発電施設技術基準

⼯事計画届の技術基準審査で活⽤される認証を発⾏

船舶安全法に基づく検査

ウィンドファーム認証ウィンドファーム認証

浮体式⾵⼒発電施設の船級検査浮体式⾵⼒発電施設の船級検査

■ 対象︓⾵⾞・⽀持構造物（タワー・浮体構造・係留設備）

■ 対象︓⽀持構造物（タワー・浮体構造・係留設備）

船舶安全法への対応船舶安全法への対応

 ClassNKは、船舶安全法第8条で規定される「国⼟交通⼤⾂ノ登録ヲ受ケタル船級協会」である。
 「国⼟交通⼤⾂ノ登録ヲ受ケタル船級協会」であるClassNKの検査を受け、船級の登録を⾏った
浮体式洋上⾵⼒発電施設については、管海官庁の検査を受けこれに合格したものとみなされる。

※ ⽀持構造物認証分科会をCDITと合同開催※ ⽀持構造物認証分科会をCDITと合同開催

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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ウインドファーム認証ウインドファーム認証 浮体式⾵⼒発電施設の船級検査浮体式⾵⼒発電施設の船級検査

設計審査
⾵⾞ ⽀持構造物（タワー・浮体構造・係留設備）

建造・
現地⼯事
の検査

ウィンドファーム認証書 設計評価適合証書

【国】 電気事業法︓⼯事計画審査【国】 電気事業法︓⼯事計画審査

添付

船級証書

【国】 船舶安全法︓船舶検査証書の発⾏【国】 船舶安全法︓船舶検査証書の発⾏

報告

完成検査 【国】 電気事業法︓使⽤前安全管理審査【国】 電気事業法︓使⽤前安全管理審査

【国】 船舶安全法︓臨時航⾏許可【国】 船舶安全法︓臨時航⾏許可

電気事業法に対応するウィンドファーム認証と船舶安全法
に対応する船級検査について、それぞれの要求事項を整
理・融合させることで、ワンストップサービスを実現。

4.2 洋上⾵⼒に対する法規制と認証の関係
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4.3 洋上⼯事のMarine Warranty Survey
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再保険会社の指定を受けた第三者機関が洋上施⼯（構造物の
輸送や設置、海底ケーブル敷設等）を審査、評価する業務。

●洋上施⼯のリスクを管理・低減するため、作業の規則への適合性を確認
◆⼯事リスク
・不適切な機材の利⽤、段取りや施⼯⽅法
・⼈為ミス（⼈的能⼒の⽋如）

◆⾃然災害リスク
・不適切な気象海象条件下での作業

●具体的には、以下を実施
・書⾯審査（施⼯作業⼿順等の審査）
・使⽤する作業船や各種機器・装置の検査
・洋上施⼯現場での⽴会い検査

Marine Warranty Survey の定義

内容

国内法令、地震・台⾵、国内作業船の使⽤等も勘案した
MWSの実施を通じて、事業の確実な実施に貢献

4.3 洋上⼯事のMarine Warranty Survey
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Marine Warranty Surveyの契約形態
再保険会社

施⼯実施者開発事業者
発電事業者

保険会社

Marine Warranty SurveyorMarine Warranty Surveyor

建設⼯事発注

MWS受検要請

保険契約・引受条件（MWS受検が必須）

MWS契約
ケース１

MWS契約
ケース２

保険会社及び再保険会社がMarine Warranty SurveyorがMWSを実施す
ることを保険引き受けの条件とするかどうかを決定する。
NKは⼤⼿再保険会社（4社）からMWS実施機関として指定を受けている。

4.3 洋上⼯事のMarine Warranty Survey
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Marine Warranty Survey 現場でのフローチャート

1. 使⽤船舶・機器の状態確認検査

2. 気象・海象予報の確認

3. Certificate of approval(CoA)
発⾏

4. 施⼯中検査

対象作業の前に実施

対象作業当⽇に確認

対象作業の直前に発⾏
（※）CoA発⾏前に勝⼿に作業をして事故を起こ

した場合には保険⾦は⽀払われない

対象作業の実施中にアテンド

基礎、TP、タワー、⾵⾞（RNA）、ケーブルに係わる
洋上施⼯（積出、輸送、設置）に対してこれらの検査を繰り返す

基礎、TP、タワー、⾵⾞（RNA）、ケーブルに係わる
洋上施⼯（積出、輸送、設置）に対してこれらの検査を繰り返す

4.3 洋上⼯事のMarine Warranty Survey
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積出し 輸送
※ 依頼者及び保険会社の判断により，作業対象を選択可能

出典: Paul Lowen, ONP Management , GmbH
MWS Training “Vessel Requirement”

4.3 洋上⼯事のMarine Warranty Survey
Marine Warranty Surveyの対象⼯事例

出典: https://www.greencarcongress.com/2021/02/
20210210-jumbo.html

仮設

出典: https://renewablesnow.com/news/mhi-vestas-
building-pcm-assembly-plant-at-danish-port-568643/

現地施⼯ ケーブル敷設

出典: https://aow.co.jp/en/eventa/item.cgi?pro&27 出典:https://www.offshorewindindustry.com/sites/
default/files/field/image/offshore_cable_lay_gode_
wind.jpg

⾵⾞搭載

出典https://www.evwind.es/2019/10/03/final-wind-
turbine-installed-on-worlds-largest-offshore-wind-
farm/71178
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5. まとめ

ClassNKは、第三者認証機関として、
「2050年カーボンニュートラル」という⽬標を達成するために、
 政府が実施する「経済と環境の好循環を作っていくため
の産業政策＝グリーン成⻑戦略」に資するサービスを提
供します。

 グリーン成⻑戦略に基づき新たな分野へ挑戦される企業
の皆様に寄り添い、その活動に少しでもお役に⽴てるよう
微⼒を尽くして参ります。
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ご清聴ありがとうございました

洋上風力発電について
～2050年カーボンニュートラルに向けて～
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